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ｃ 記載事項のうち金額に関する事項について、本邦通貨以外の通貨建ての金額により表示する
場合には、主要な事項について本邦通貨に換算した金額を併記すること。
ｄ 本邦通貨以外の通貨建て金額を本邦通貨に換算する場合には、換算に当たって採用した換算
の基準を注記すること。
ｅ 会社名、人名等の記載に当たっては、原語名を付記すること。
ｆ この「記載上の注意」は、一般的標準を示したものであり、これによりがたいやむを得ない
事情がある場合には、これに準じて記載すること。
ｇ 以下の規定により記載が必要とされている事項に加えて、有価証券届出書の各記載項目に関
連した事項を追加して記載することができる。
ｈ 当該届出に係る特定有価証券が特定預託証券又は特定有価証券信託受益証券である場合に
は、第四号の三様式の「記載上の注意」\ｅに準じて記載すること。
ｉ この様式中「券面総額」及び「券面金額」は、振替外債に係るものを含むものとする。

b 発行（売出）数
当該届出により募集又は売出しをしようとする外国投資証券の募集又は売出しごとの発行数又
は売出数を記載すること。

c 発行（売出）価額の総額
ａ 当該届出により募集又は売出しをしようとする外国投資証券の募集又は売出しごとの発行価
額の総額又は売出価額の総額を記載すること。
ｂ 「発行価格」又は「売出価格」を記載しないで有価証券届出書を提出する場合には、有価証
券届出書提出日現在におけるこれらの総額の見込額を記載し、その旨を注記すること。

d 発行（売出）価格
ａ 外国投資法人債券については、券面金額100円についての発行価格又は売出価格を記載する
こと。
ｂ 「発行価格」又は「売出価格」を記載しないで有価証券届出書を提出する場合には、その決
定予定時期及び具体的な決定方法を注記すること。

e 申込手数料
手数料の記載に当たっては、具体的な手数料の金額又は料率の記載に代えて、手数料の金額又
は料率の上限のみを記載することができる。この場合には、具体的な手数料の金額又は料率につ
いての投資者による照会方法及び当該照会に関し必要な事項（例えば、照会先の名称、電話番号、
ホームページアドレス等をいう。以下この様式において同じ。）を具体的に記載すること。

Ĉ 申込単位
申込単位の記載に当たっては、具体的な申込単位の記載に代えて、申込単位についての投資者
による照会方法及び当該照会に関し必要な事項のみを記載することができる。

D̂ 申込取扱場所
申込取扱場所の記載に当たっては、具体的な申込取扱場所の記載に代えて、申込取扱場所につ
いての投資者による照会方法及び当該照会に関し必要な事項のみを記載することができる。

Ê 払込取扱場所
払込取扱場所の記載に当たっては、具体的な払込取扱場所の記載に代えて、払込取扱場所につ
いての投資者による照会方法及び当該照会に関し必要な事項のみを記載することができる。

（13`２） 引受け等の概要
ａ 元引受契約、売出しの委託契約等の内容等について、その概要を記載すること。この場合に
おいて、元引受契約、売出しの委託契約を締結する予定のものを含めて記載することとし、こ
れらの事項の決定予定時期を注記すること。
ｂ 法第２条第６項第３号に掲げる方法による外国新投資口予約権証券の引受けがなされる場合
には、引受人が引受けの対象となる外国新投資口予約権証券の全てを取得することになったと
仮定した場合に、外国投資法人が発行者である株券等（法第27条の23第１項に規定する株券等
をいう。以下ｂにおいて同じ。）に係る引受人の株券等保有割合（同条第４項に規定する株券等
保有割合をいう。以下ｂにおいて同じ。）が100分の５を超えることになるときは、その旨及び
有価証券届出書提出日の５日（日曜日及び令第14条の５に規定する休日の日数は、算入しない。）
前の日における外国投資法人が発行者である株券等に係る引受人の株券等保有割合を注記する
こと。

F̂ 手取金の使途
新規発行による手取金の使途について、その内容及び金額を具体的に記載すること。

] 代表者の役職氏名
ａ 当該届出について、正当な権限を有する者の役職氏名を記載すること（法第27条の30の５第
１項の規定により有価証券届出書を書面で提出する場合には、併せて「代表者の役職氏名」の
下に正当な権限を有する者が署名すること。）。
ｂ 外国投資法人設立の場合にあっては、設立企画人（投資信託及び投資法人に関する法律第66

条第１項に規定する設立企画人に相当する者をいう。）全員の氏名を記載すること。
^ 代理人の氏名又は名称
本邦内に住所を有する者であって、当該届出に関する一切の行為につき当該発行者を代理する
権限を有するもの（以下^において「代理人」という。）の氏名（代理人が法人である場合には、
その名称及び代表者の氏名）を記載すること（法第27条の30の５第１項の規定により有価証券届
出書を書面で提出する場合には、併せて「代理人の氏名又は名称」の下に代理人（代理人が法人
である場合には、その代表者）が署名すること。）。

_ 事務連絡者氏名
本邦内に住所を有する者であって、関東財務局長から命令、指示又は連絡を受けるものの氏名
を記載すること。

` 届出の対象とした募集（売出）外国投資証券の形態及び金額
ａ 当該届出により募集又は売出しをしようとする外国投資証券の形態（法第２条第１項第11号
に掲げる投資証券に類するもの、外国新投資口予約権証券、外国投資法人債券（短期外債を除
く。）、短期外債の別等）及び当該募集又は売出しごとの発行価額の総額又は売出価額の総額を
記載すること。
ｂ 「発行価格」又は「売出価格」を記載しないで有価証券届出書を提出する場合には、有価証
券届出書提出日現在におけるこれらの総額の見込額を記載し、その旨を注記すること。

a 外国投資証券の形態等
ａ 記名・無記名の別、単位型・追加型の別等を記載すること。
ｂ 当該届出に係る外国投資証券について、外国投資法人の依頼により、信用格付業者（法第２
条第36項に規定する信用格付業者をいう。以下ｂにおいて同じ。）から提供され、若しくは閲覧
に供された信用格付（同条第34項に規定する信用格付をいう。以下ｂにおいて同じ。）又は信用
格付業者から提供され、若しくは閲覧に供される予定の信用格付がある場合には、次に掲げる
事項を記載すること。なお、これらの信用格付が複数存在する場合には、全てについて記載す
ること。
æ 当該信用格付に係る等級、信用格付業者の商号又は名称その他当該信用格付を特定するた
めの事項並びに当該信用格付の前提及び限界に関する当該信用格付の対象となる事項の区分
に応じた説明

ç 当該届出に係る外国投資証券の申込期間中に、金融商品取引業等に関する内閣府令第313

条第３項第３号の規定により当該届出に係る外国投資証券に関して信用格付業者が公表する
同号イからルまでに掲げる事項に関する情報を入手するための方法
当該届出に係る外国投資証券について、外国投資法人の依頼により、信用格付業者から提供
され、若しくは閲覧に供された信用格付又は信用格付業者から提供され、若しくは閲覧に供さ
れる予定の信用格付がない場合には、その旨を記載すること。
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